
デジタル田園都市国家構想の実現に向けて
～「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指して～

内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局

令和６年２月29日（木）



Ⅰ デジタル田園都市国家構想に関する基礎的データ
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（出典）2020年以前は総務省「国勢調査」、「平成17年及び22年国勢調査結果による補間補正人口」、国土庁「日本列島における人口分布の長期時系列分析」
（1974年）、2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」を基に作成。
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○ 日本の人口は、2008年をピークに今後100年間で約110年前（大正時代前半）の水準に戻る可能性。
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2050年の総人口の指数
（2020年＝100とした場合）

地域によって異なる将来人口動向

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５（2023）年推計）」
（備考）指数とは、2020年の総人口を100とした総人口の値のこと。福島県「浜通り地域」に属する13市町村については、それらの市町村をまとめた地域をひ
とつの地域（「浜通り地域」）として推計。

○ 地域によって人口減少の状況は異なる。
○ 2020年から2050年にかけて、全市区町村の約６割（1,046市区町村）で人口が３割
以上減少、約２割（341市区町村）では半数未満になる見込み。
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三大都市圏及び地方における人口移動（転入超過数）の長期推移

これまで地方圏から大都市圏への人口移動が続いてきたが、過去２回大都市圏への人口移動が停
滞した時期がみられる。

三大都市圏及び地方における人口移動（転入超過数）の長期推移

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」（日本人移動者）
東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
三大都市圏：東京圏、名古屋圏、大阪圏 地方：三大都市圏以外の地域

第２人口移動期
(1980～1990年代))

第２人口移動均衡期
(1993～1995)
バブル崩壊））

第３人口移動期
(2000～)

大阪圏

名古屋圏

地方

21.1万人（1961年）

6.9万人（1963年）

△65.1万人（1961年）

東京圏

11.5万人

0.0万人

△ 1.4万人

△ 10.1万人 

＜東京圏転入超過数の推移＞
1962年 387,874人（高度成長期のピーク）
1976年 44,443人（オイルショックのボトム）
1987年  163,644人（バブル期のピーク）
1994年  △16,914人（バブル崩壊後のボトム）
2007年  155,150人（リーマンショック前のピーク）
2011年 62,809人（東日本大震災）

2023年

第１人口
移動均衡期
(1973～1980

(オイルショック))

転入超過ピーク
（高度経済成長期）

地方圏からの転出超過ピーク（1961）

38.8万人（1962年）

第１人口移動期
(1960～1973)（万人）
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○ 2023年の東京圏の転入超過数は11.5万人。

○ 東京圏の転入超過数の大半を10代後半、20代の若者が占めており、大学等への進学や就職が一つの
きっかけになっているものと考えられる。

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」（日本人移動者）により作成。

東京圏の転入超過数（2010年－2023年、年齢階級別）
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〇 感染症の影響により、テレワークの実施率は上昇。

〇 東京23区のテレワーク実施率は2023年３月時点で51.6%と高い水準で推移し、全国に比べて20ポイント程度高い。

出典：内閣府「第６回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」（令和５年４月）

地域別のテレワーク実施率（就業者）
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〇 東京圏在住者のうち、地方移住への関心を持つ層は全年齢層で増加している。特に、20歳代ではその傾向がより強く表
れている。

出典：内閣府「第６回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」（令和５年４月）

地方移住への関心（東京圏在住者）
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〇 地方移住への関心理由として、「人口密度が低く自然豊かな環境の魅力を感じたため」が33.1%、「テレワークによって地
方でも同様に働けると感じたため」が22.6%にのぼる。(2023年3月調査時）

出典：内閣府「第６回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」（令和５年４月）

地方移住への関心理由（東京圏在住で移住に関心がある人）
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○ 地方移住の懸念では、仕事や収入をあげる割合が最も高い。

出典：内閣府「第６回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」（令和５年４月）

地方移住にあたっての懸念（東京在住者で地方移住に関心ある人）
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令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
移住人数（人） 123 563 2,381 5,108

支給件数（件） 71 290 1,184 2,495
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○事業開始当初は、対象要件が厳しかったこと等のため実績が少なかったが、感染症拡大を契機にテレワー
クが広まったことを踏まえ、令和３年度にテレワークにより移住前の業務を継続する場合も対象に加えたほ
か、令和４年度に子育て世帯加算を新設する等、事業制度の拡充を図ったことにより、交付実績は大きく伸
びている。

（人、件）

テレワーク要件の追加（令和3年度～）

子育て世帯加算を新設（令和4年度～）

移住支援金の交付実績

移住支援事業の実績について
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○ 令和４年度の寄附実績は、令和２年度税制改正による税額控除割合の引上げ等もあり、前年度に引き続き

金額・件数ともに大きく増加（金額は前年比約1.5倍の341.1億円、件数は約1.7倍の8,390件）

○ 一層の活用促進に向け、引き続き関係府省とも連携し、企業と地方公共団体とのマッチング会を開催すると

ともに、寄附の獲得に向けた企業への訴求力・提案力の強化を図るための研修会等を実施

7.5億円
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H28 H29 H30 R元 R２ R３ R４

寄附総額と寄附件数の推移

寄附額(億円) 寄附件数(件)

企業版ふるさと納税に係る令和４年度寄附実績について

区分 H28年度
（初年度）

H29年度 H30年度 R元年度
R２年度
（税制改正の

施行）

R３年度 R４年度 合計

寄附額
（対前年度増加率）

7.5億円
23.6億円
（＋215％）

34.8億円
（＋48％）

33.8億円
（△３％）

110.1億円
（＋226％）

225.7億円
（＋105％）

341.1億円
（＋51％）

776.5億円

寄附件数
（対前年度増加率）

517件
1,254件

（＋143％）
1,359件
（＋８％）

1,327件
（△２％）

2,249件
（＋69％）

4,922件
（＋119％）

8,390件
（＋70％）

20,018件

（税制改正の施行）（初年度）

寄附額が※寄附額については、端数処理しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。

約1.5倍

令和５年８月29日公表
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近年の地方創生の動向

①2014年５月 日本創成会議よりいわゆる「増田レポート」公表

②2014年11月～12月
まち・ひと・しごと創生法施行
※本法を踏まえ、まち・ひと・しごと創生本部及びまち・ひと・しごと創生担当大臣設置、

 「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び
                「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を決定

※いわゆる第１期スタート

③2019年12月 「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（令和元年改訂版）」及び
第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を決定

※いわゆる第２期スタート

④2020年12月 第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2020改訂版）を決定

⑤2021年11月 デジタル田園都市国家構想の検討開始

⑥2022年６月 デジタル田園都市国家構想基本方針を決定

⑦2022年12月 デジタル田園都市国家構想総合戦略を決定

⑧2023年12月 デジタル田園都市国家構想総合戦略（2023改訂版）を決定

新型コロナウイルス感染症の拡大

日本において東京一極集中の流れに歯止めがかからず推移した場合、若年（20
～39歳）女性人口が２０４０年に５割以上減少する市町村は全国1,799のうち
896にのぼり、「多くの地域は将来消滅するおそれがある」との試算。
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Ⅱ 「デジタル田園都市国家構想総合戦略」の概要
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デジタル田園都市国家構想総合戦略（R4.12.23）の全体像
 テレワークの普及や地方移住への関心の高まりなど、社会情勢がこれまでとは大きく変化している中、今こそデジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化
し、「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指す。

 東京圏への過度な一極集中の是正や多極化を図り、地方に住み働きながら、都会に匹敵する情報やサービスを利用できるようにすることで、地方の社会課題を
成長の原動力とし、地方から全国へとボトムアップの成長につなげていく。

 デジタル技術の活用は、その実証の段階から実装の段階に着実に移行しつつあり、デジタル実装に向けた各府省庁の施策の推進に加え、デジタル田園都市国家
構想交付金の活用等により、各地域の優良事例の横展開を加速化。

 これまでの地方創生の取組も、全国で取り組まれてきた中で蓄積された成果や知見に基づき、改善を加えながら推進していくことが重要。

● まち・ひと・しごと創生総合戦略を抜本的に改訂し、2023年度から2027年度までの５か年の新たな総合戦略を策定。デジタル田園都市国家構想基本方針で定めた取組の
 方向性に沿って、各府省庁の施策の充実・具体化を図るとともに、KPIとロードマップ（工程表）を位置付け。

● 地方は、地域それぞれが抱える社会課題等を踏まえ、地域の個性や魅力を生かした地域ビジョンを再構築し、地方版総合戦略を改訂。地域ビジョン実現に向け、国は政府
 一丸となって総合的・効果的に支援する観点から、必要な施策間の連携をこれまで以上に強化するとともに、同様の社会課題を抱える複数の地方公共団体が連携して、
 効果的かつ効率的に課題解決に取り組むことができるよう、デジタルの力も活用した地域間連携の在り方や推進策を提示。

地域ビジョン実現を後押し
＜施策間連携の例＞ ＜地域間連携の例＞

関係府省庁の施策を取
りまとめ、地方にわか
りやすい形で提示

ワンストップ型相談体制の
構築や地方支分部局の活用
等による伴走型支援

モデルとなる地域
を選定し、選定地
域の評価・支援

他地域のモデルと
なる優良事例の周
知・共有、横展開

関連施策の取りまとめ 伴走型支援重点支援 優良事例の横展開
自治体間連携の枠組みにおける
デジタル活用の取組を促進

国が事業の採択や地域の選定
等を行う際に、地域間連携を
行う取組を評価・支援

地域間連携の優良事例を収集
し、メニューブック等を通じ
て広く周知・共有

デジタルを活用した取組の深化 重点支援 優良事例の横展開

総合戦略の基本的考え方

＜総合戦略のポイント＞

デジタルの力を活用した地方の社会課題解決
デジタルの力を活用して地方の社会課題解決に向けた取組を加速化・深化

教育DX、医療・介護分野DX、地域交通・インフラ・物流DX、まちづくり、文化・
スポーツ、防災・減災、国土強靱化の強化等、地域コミュニティ機能の維持・強化等

スタートアップ・エコシステムの確立、中小・中堅企業DX（キャッシュレス決済、シェアリングエコ
ノミー等）、スマート農林水産業・食品産業、観光DX、地方大学を核としたイノベーション創出 等

地方に仕事をつくる１

「転職なき移住」の推進、オンライン関係人口の創出・拡大、二地域居住等
の推進、地方大学・高校の魅力向上、女性や若者に選ばれる地域づくり 等

人の流れをつくる２

結婚・出産・子育ての支援、仕事と子育ての両立など子育てしやすい環境づくり、
こども政策におけるDX等のデジタル技術を活用した地域の様々な取組の推進 等

結婚・出産・子育ての希望をかなえる３

魅力的な地域をつくる４

デジタル実装の基礎条件整備
デジタル実装の前提となる取組を国が強力に推進

デジタル人材育成プラットフォームの構築、職業訓練のデジタル分野の重点化、
高等教育機関等におけるデジタル人材の育成、デジタル人材の地域への還流促進、
女性デジタル人材の育成・確保 等

デジタル推進委員の展開、デジタル共生社会の実現、経済的事情等に基づく
デジタルデバイドの是正、利用者視点でのサービスデザイン体制の確立 等

デジタル人材の育成・確保２

誰一人取り残されないための取組３

デジタル基盤の整備１

施策の方向

地
方
の
デ
ジ
タ
ル
実
装
を
下
支
え

地域ビジョンの実現に向けた施策間連携・地域間連携の推進
＜モデル地域ビジョンの例＞
スマートシティ
   スーパーシティ スマートシティ

AiCT
（福島県会津若松市）

「デジ活」
   中山間地域

脱炭素
     先行地域

バイオマス発電所
稼働による新産業

の創出
（岡山県真庭市）

データを活用した
スマート農業の取組
（高知県・高知大学）

産学官
      協創都市

自動運転バス
の運行

（茨城県境町）

地域交通の
    リ・デザイ

ン

医療機器装備の
移動診察車

（長野県伊那市）

遠隔医療

オンラインによる
遠隔合同授業

（鹿児島県三島村）

教育DX
＜重要施策分野の例＞

 SDGs未来都市 地域交通システムや
コミュニケーション
ロボットの活用
（宮城県石巻市）

こども政策

観光DX地方創生
 テレワーク

空き蔵を活用した
サテライト

オフィスの整備
（福島県喜多方市）

観光アプリを活用
した混雑回避・
人流分散

（京都府京都市）

保健師等との
オンライン相談

（山梨県富士吉田市）

デジタルインフラの整備 、マイナンバーカードの普及促進・利活用拡大、データ連携基盤の
構築（デジタル社会実装基盤全国総合整備計画の策定等）、ICTの活用による持続可能性と
利便性の高い公共交通ネットワークの整備、エネルギーインフラのデジタル化 等

担い手減少に
対応した自動
草刈機の導入

地域防災
力の向上

GPS除雪管理
システムの導入
（山形県飯豊町）
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 「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を⽬指す。
 デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化し、各地域の優良事例の横展開を加速化する。
 これまでの地方創生の取組についても、改善を加えながら推進する。

総合戦略(2027年度までの５か年計画)の基本的考え方

地方の社会課題解決

① 地方に仕事をつくる
• 中小・中堅企業DX、地域の良質な雇用の創出等、スマート農業、観光DX 等

② 人の流れをつくる
• 移住の推進、関係人口の創出・拡大、地方大学・高校の魅力向上 等

③ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる
• 結婚・出産・子育ての支援、少子化対策の推進 等

④ 魅力的な地域をつくる
• 地域生活圏、教育DX、医療・介護DX、地域交通・物流・インフラDX、防災DX 等

① デジタル基盤の整備
• デジタルインフラの整備、デジタルライフライン全国総合整備計
画、マイナンバーカードの普及促進・利活用拡大 等

② デジタル人材の育成・確保
• デジタル人材育成プラットフォームの構築、職業訓練のデジタル
分野の重点化、高等教育機関等におけるデジタル人材の育成 等

③ 誰一人取り残されないための取組
• デジタル推進委員の展開、デジタル共生社会の実現 等 

施策の方向

国によるデジタル実装の基礎条件整備

政策間連携・施策間連携・地域間連携の推進
（政策間連携）
• デジタル行財政改革会議における議論の進展や、「デジタル行財政改革中間とりまとめ」なども踏まえつつ、規制改革
を始めとする政策と連携しながら、一体的に推進 等

（施策間連携）
• 各省による重点支援や地方支分部局の活用等による伴走型支援等を通じて、地域が⽬指す将来像の実現を支援 等
（地域間連携）
• 自治体間連携の枠組みにおけるデジタル活用の取組を促進 等

デジタル田園都市国家構想総合戦略(2023改訂版)の全体像 令和５年12月26日
閣議決定
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デジタル田園都市国家構想総合戦略(2023改訂版)における改訂概要

（デジタル田園都市国家構想交付金）
• 将来的に国や地方の統一的・標準的なデジタル基盤への横展開につながる見込みのある先行モデル的な実装を支援
（教育DX）
• デジタル教材等が連携する仕組みの構築などのデータ分析・利活用ができる環境整備、校務DX等を推進
• GIGAスクール構想の第２期を見据え、予備機を含む１人１台端末を計画的に更新
（行政サービス分野のデジタル実装の展開）
• 「書かないワンストップ窓口」の全都道府県下の市町村への展開を含めた、業務改革を前提とした「フロントヤード」改革を推進
• 国地方共通相談チャットボットの2023年度内の提供開始、その後のシナリオの精度の向上、対象分野の拡大を推進
（地域交通）
• タクシー・バスのドライバーの確保、不便の解消に向けた地域の自家用車・ドライバーの活用の検討を推進
（ドローンの利活用）
• レベル１・２（⽬視内飛行）に係る無人航空機の飛行に関する許可・承認申請手続を短期化
• レベル３飛行（無人地帯における⽬視外飛行）について、一定の要件の下、従来の立入管理措置を撤廃するレベル3.5飛行制度を創設

デジタル行財政改革関連

（デジタルとリアルが融合した地域生活圏の形成（国土形成計画））
• デジタル徹底活用と「共」の視点からの地域経営で、日常の生活サービスが持続可能となる「地域生活圏」の形成を推進
（物流DX）
• 自動運転、ドローン物流、バース予約システム、求貨求車マッチングや自動倉庫、AIターミナル、サイバーポート等、効率化を推進
（地域の公共交通のリ・デザイン）
• MaaSやAIオンデマンド交通、モビリティ人材育成、自動運転の実装、ローカル鉄道の再構築、地域の実情に応じた幹線
鉄道ネットワークの高機能化・サービス向上に係る取組を支援

（デジタルライフライン全国総合整備計画）
• デジタルライフライン全国総合整備計画を2023年度内に策定し、官民による重複を排除した集中的な投資を実施
• 2024年度からデジタル情報配信道やドローン航路の設定、インフラ管理のデジタル化を先行地域で推進

当面の重点検討課題（令和５年６月16日デジタル田園都市国家構想実現会議決定）関連

16



関係省庁連携による地域の公共交通「リ・デザイン」の必要性

地域の公共交通リ・デザイン実現会議（国土交通省を中心に関係省庁・有識者で構成）

（趣旨・目的） 
関係省庁の連携の下、デジタルを活用しつつ、地域の多様な関係者の共創による地域公共交通の「リ・デザイン」や、幹線鉄道ネット
ワークの高機能化・サービス向上を促進することにより、地域の公共交通のリ・デザインと社会的課題解決を一体的に推進する。

○ 地方部を中心に、居住地域における移動に関する不安が高まるなど、地域の移動手段の確保が大きな課題。
○ 公共交通事業者は、長期的な人口減やコロナ禍に係るライフスタイルの変化等による利用者減により、サービス水準の維持が困難。

デジタルを活用しつつ、地域の多様な関係者の連携と協働を通じて、
地域の公共交通の利便性・持続可能性・生産性を高める必要

「リ・デザイン」（再構築）

0 20 40 60
（％）

5万人未満市町村

5万人以上市町村

政令市・県庁所在地・中核
市
３大都市圏

居住地域に対する不安（地域別）
公共交通が減り自動車が
運転できないと生活できない

大都市へのアクセスが悪い

徒歩圏内のコンビニ、スーパー、
病院などの施設が少ない

趣味・娯楽など楽しめる場所がない

コミュニティが弱く頼れる人がいない

住民の高齢化や減少により
コミュニティの維持が不安

出典）農林水産政策研究所資料をもとに国土交通省作成出典）国土交通省「平成29年度国民意識調査」

食品アクセス困難人口（※）の推移

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

2005 2010 2015

（千人）

（年）

地方圏

大阪圏

名古屋圏

東京圏

（※）店舗まで直線距離で500m以上、かつ、65歳以上で
自動車を利用できない人

将来の人口増減状況

2050年には全国の約
半数の有人メッシュで
人口が50％以上減少

（2015年対比）

出典）総務省「平成27年国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所
「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」等をもとに国土交通
省作成。
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交通分野と他分野との連携・協働による取組のイメージ

デイサービス事業者タクシー事業者

タクシーの活用による
送迎負担軽減

交通 × 介護
（群馬県前橋市）

アプリで予約状況・
送迎ルートを確認

交通 × 子育て
（富山県朝日町）

• 習い事等への送迎手段を確保するため、スイミングスクールに
子どもを通わせる親同士が助け合いにより子どもを送迎するこ
とができるサービスを構築。

• LINEを活用した送迎マッチングシステムを民間事業者が提供
し、マッチングが不成立の場合はタクシー事業者が代打運行を
実施。

• バスやタクシーに次ぐ移動の選択肢ができ、移動手段が拡充。

• 複数のデイサービス事業所の利用者送迎業務を集約、タク
シー事業者により構成される協議会へ委託することで、デイ
サービス事業所の送迎負担を軽減。利用者にも、プロのドライ
バーによる安心・安全な運行を提供。

• タクシー事業者側も、運行のオフピークである昼や夕方の時間
帯における定量的な業務を確保出来ることから、配車ニーズに
応じた業務受託を実現。

定量的な業務を確保

専用のシステムで送迎を依頼

親同士の助け合い
タクシーとも連携

• デイサービス事業所の送迎業務の負担増による介護スタッフの
人材不足

• タクシーの利用者減に伴う経営悪化

【地域課題の所在】

• 共働き世代が多く親による習い事等の送迎が困難な状況
• 放課後の習い事等への移動手段の不足

【地域課題の所在】

アプリでマッチング！
助け合い送迎で習い事等

へ

（スイミングスクール）

（放課後児童クラブ）
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交通分野と他分野との連携・協働による取組のイメージ

交通 × 買い物
（北海道江差町）

バス・タクシー事業者 小売事業者

スマホアプリ

• 店舗情報配信
• クーポン配信

AIオンデマンド

小売事業者の
利益創出

（来店頻度）

• 交通空白地の解消、買い物を中心とした外出促進を図るため、
オンデマンド交通の利用者に対し、小売事業者が買い物に使
用可能なクーポン配布等のサービスを提供。

• 小売事業者発行の地域ポイントカードの登録をデマンド乗車
時に必須とし、カードの普及と来店を促進。

• 買い物額の一定割合が町に還元される仕組みを構築し、地域
内の移動・買い物がデマンド運行を支える収益モデルを構築。

• 配車予約

ドラッグストア 自治体

還元された収益を
地域の社会的課
題解決に活用

包括連携協定

ポイントカー
ド決済時に
収益の
0.2%を還
元

• 地域における交通空白（海岸沿いに集中するバス路線を除く）
• 高齢者を中心に通院や買い物に不便が生じている状況

【地域課題の所在】

交通 × 観光・地域産業
（JR東日本の東北・北信濃・伊豆など、各地での観光MaaS）

観光地

・地方へのインバウンドを含めた観光需要の創出等のため、地方
への移動環境の改善や、MaaS等との連携が求められている。
・観光による都市部・観光地間の移動促進において、MaaS等を
通じて、地方の飲食施設や観光施設、宿泊施設等の多様な
主体との連携を強化することにより、新たな社会経済圏の形成
を図る。

観光施設

宿泊施設

飲食施設

︙
○○施設

………

都市部
複合施設

○○施設
︙

…

…

︙

都市・地方の一体的な
社会経済圏の形成

観光施設

宿泊施設

飲食施設

○○施設

複合施設

○○施設

地方の観光地と
の繋がりが希薄

地域の各施設がばらばらに営業

• 地方へのインバウンドを含めた観光需要創出の必要性
• その際の多様な主体の連携不足、移動のシームレス性確保

【地域課題の所在】
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検討体制

デジタル田園都市国家構想実現会議

地域の公共交通リ・デザイン実現会議
議長 国土交通大臣
事務局 国土交通省 総合政策局

構成員（有識者）
阿部守一 （長野県知事）
越 直美 （三浦法律事務所弁護士、前大津市長）
冨田哲郎 （東日本旅客鉄道株式会社取締役会長）
増田寛也 （日本郵政株式会社取締役兼代表執行役社長）
松本 順 （株式会社みちのりホールディングス代表取締役

グループCEO）
椋田昌夫 （広島電鉄株式会社代表取締役社長）
森地 茂 （政策研究大学院大学客員教授、名誉教授）
山内弘隆 （一橋大学名誉教授）
吉田守孝 （株式会社アイシン代表取締役社長）

（五十音順・敬称略）

構成員（関係省庁）
内閣官房 デジタル田園都市国家構想実現会議事務局 次長
内閣府 地方創生推進事務局 次長
警察庁 交通局長
こども家庭庁 成育局長
デジタル庁 統括官（国民向けサービスグループ長）
総務省 地域力創造審議官
文部科学省 総合教育政策局長
厚生労働省 政策統括官（総合政策担当）
農林水産省 農村振興局長
経済産業省 地域経済産業グループ長

製造産業局長
国土交通省 公共交通・物流政策審議官

都市局長
鉄道局長
自動車局長

観光庁 次長
環境省 総合環境政策統括官 （府省庁建制順）

報告
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令和５年 令和６年
８月３日 ８月下旬 10月頃 … １月頃 ４月頃 …
第14回

デジ田会議

第１回会議
●

• 地域の公共
交通のリ・
デザインと
社会的課題
解決を一体
的に推進す
る上での課
題整理

第２回会議
●

• 関係省庁より、
交通分野と他分
野との連携・協
働に関する取
組の実態、今
後の取組方針に
ついて説明

• 早急に対応を
要する事項の
整理

第３回会議
●

• 自治体・事業
者より、交通
分野と他分野
との連携・協
働に関する取
組やその課題、
国の施策に対
する提案等に
ついて説明

第４回会議
●

• 関係省庁より、
令和６年度の
取組方針につ
いて説明

とりまとめ
●

議論の進め方・今後の予定

21

○ 先進的な取組をしている自治体や関係事業者等に対し、連携・協働の取組を行うにあたって生じた問題について聞き取りを行った上
で課題を整理し、８月中に第１回会議を開催。

○ 関係省庁と連携し、交通分野と他分野との連携・協働に関する取組を推進するため、情報共有・課題整理・対応方針の検討等を
行う。

○ 早急に対応を要する事項については、関係省庁で連携の上、迅速に対応し、本年中より取組を推進。
○ 来年４月を目途に、

 地域の公共交通の「リ・デザイン」と社会的課題解決を一体的に推進する上での課題の整理
 交通分野と他分野との連携・協働に関する取組について、現状と先進事例、横展開に当たっての課題とその対応策
についてとりまとめ、本格展開を図る。

関係省庁
で連携の
上、施策を
本格的に
展開

デジタル田園都市
国家構想実現会議

地域の公共交通
リ・デザイン
実現会議

デジ田総合戦略
 改訂

関係省庁で連携の上、迅速に対応

（＊）必要なものをデジ田総合戦略に盛り込む
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【ｱｰﾘｰﾊｰﾍﾞｽﾄﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ】 ３つの分野で先行的な取組を開始し、変革の第一歩を目に見える形で示す

【デジタルライフライン全国総合整備計画※】 デジタルの力で、10年後の日本の社会を変革

デジタル情報配信道の設定 ドローン航路の整備 インフラ管理のDX

新東名高速道路 駿河湾沼津-浜松間
約100km 等

埼玉県秩父エリアの送電網
約150km 等

さいたま市、八王子市等の都市
約200㎢以上等

バラバラになりがちな
各省庁や企業の取組に横串を刺す

（※）デジタル時代の社会インフラである「デジタルライフライン」を整備する、約10か年の中長期的な実装計画。

ハード・ソフト・ルールのインフラを
三位一体で整備する

「点の実証」から
「線・面での実装」へ

 道路・車の高度な連携で、自動運転トラック・
自動運転移動サービスを社会実装。

 労働力不足で荷物が届かなくなる、移動手段
がなくなる、などの社会システムの崩壊を防ぐ。

 人手不足に悩む点検や物流業務を、ドローン
の安全・高速な自動・自律飛行で解決。

 道路が寸断されるなどの緊急災害時にも即座
に対応。

 通信、電力、ガス、水道等、地下のインフラ設
備のデジタル地図を整備。

 老朽インフラの迅速な更新に貢献。
 点検・工事に関わる人員を省人化。

分野を横断して下支えする共通基盤の例：空間ID
 異なる基準の空間情報を統合・単純化し、機械の高速処理を実現。
 地理空間情報活用推進会議等において、関係省庁の取組と連携。

 DADCにおいてシステム全体の見取り図（アーキテクチャ）を設計し、それを踏
まえて民間事業者等がシステム開発を実施。

各省庁・企業・自治体の取組に横串を刺し、社会実装を強力に推進
DADC※で規格や仕様を定めることで、各省庁・企業・自治体が連携しやすい環境を整える。

人口減少が進む中でも、デジタル技術を活用することにより、生活必需サービスを維持し、国民生活を支える

共通基盤に基づいた航路情報提供システム等共通基盤に基づいた空間情報提供システム等 共通基盤に基づいたデジタル地図等

～人手不足でも人・物の移動を止めない～ ～省人化や効率化、迅速な災害復旧に～～点検や物流の変革、災害時の緊急対応に～

（※）DADC：独立行政法人 情報処理推進機構に設置されたデジタルアーキテクチャ・デザインセンター

第15回デジ田会議（令和５年12月14日） 経産省提出資料
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デジタルライフライン全国総合整備実現会議を開催

アーキテクチャWG

デジタル田園都市国家構想実現会議
議長：内閣総理大臣 副議長：デジタル田園都市国家構想担当大臣、

デジタル大臣、内閣官房長官 構成員：関係府省の大臣等

自動運転支援道WG スタートアップWG
インフラ管理DX 

WGドローン航路WG

デジタル社会推進会議
議長：内閣総理大臣 副議長：内閣官房長官、デジタル大臣、

構成員：各府省の大臣等（全閣僚）

デジタルライフライン全国総合整備実現会議

・・・

アーリーハーベストプロジェクト関連

構成員（関係省庁等）
内閣官房  デジタル田園都市国家構想実現会議事務局次長
警察庁 交通局長
デジタル庁 統括官（国民向けサービスグループ長）
総務省 官房総括審議官（情報通信担当）、総合通信基盤局
長
厚生労働省 労働基準局長
農林水産省 農村振興局長、農林水産技術会議事務局長
経済産業省 商務情報政策局長（議長代理）

 製造産業局長、商務・サービスグループ審議官
国土交通省 公共交通・物流政策審議官、国土政策局長、都市局長、

  道路局長、自動車局長、航空局長、水管理・国土保全局長
独立行政法人情報処理推進機構 理事長 ※省庁は建制順

構成員（有識者）
石田 東生 筑波大学 名誉教授
金泉 俊輔 株式会社NewsPicks Studios 代表取締役CEO
金子 禎則 東京電力パワーグリッド株式会社 代表取締役社長
甲田 恵子  株式会社AsMama 代表取締役社長
小室 俊二 中日本高速道路株式会社 代表取締役社長
島田 明  日本電信電話株式会社 代表取締役社長
中嶋 裕樹 トヨタ自動車株式会社 取締役 副社長
馳  浩  石川県 知事
増田 寬也 日本郵政株式会社 取締役兼代表執行役社長
松本  順  株式会社みちのりホールディングス 代表取締役グループCEO
三木谷 浩史  楽天グループ株式会社 代表取締役会長兼社長/ 一般社団法人新経済連盟 代表理事
宮川 潤一   ソフトバンク株式会社 代表取締役社長執行役員兼CEO
本村 正秀 佐川急便株式会社 代表取締役社長 ※五十音順・敬称略

議長 経済産業大臣
事務局

経済産業省 商務情報政策局

独立行政法人情報処理推進機構
デジタルアーキテクチャ・デザインセン
ター（DADC）

デジタル庁 国民向けサービスグルー
プ

連携

※当面は、アーリーハーベストプロジェクト、横断領域の
アーキテクチャ及びスタートアップに関するWGを設置

報告 報告

空間情報基盤アーキテクチャ検討会
（事務局：経済産業省、独立行政法人情報処理推進機構デジタルアーキテクチャ・デザインセンター（DADC））

第１回 ８月２日開催
第２回 12月15日開催予定

第１回 ６月28日開催
第２回 ９月15日開催

第１回  ７月31日開催
第２回 12月14日開催

第１回  ８月１日開催
第２回 12月６日開催

第１回 ９月８日開催
第２回 11月28日開催

第１回 ９月６日開催
第２回 12月20日開催予定

第15回デジ田会議（令和５年12月14日） 経産省提出資料
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スケジュール

24

国土形成計画検討

夏頃
国土形成計画閣議決定

デ
ジ
タ
ル
田
園
都
市
国
家
構
想

国
土
形
成
計
画

各
省
庁

実証・開発【経済産業省、国土交通省等】

12月
総合戦略
閣議決定

3月
デジ田会議

６月
第1回実現会議

（事務局から方針案・論点を提示）

本格実装【関係省庁】

デジタルライフライン
全国総合整備計画の検討

予算要求、制度整備等【関係省庁】

計画の着実な推進

2023年度末頃
デジタルライフライン全国総合整備計画の閣議決定

2024年度末までにアーリーハーベストPJ等を通じ先行地域での社会実装を開始

デジタルライフライン全国総合整備計画の着実な執行
（フォローアップ含む）

2022年度 2023年度 2025年度~2024年度

デジタルライフライン全国総合整備計
画の策定方針を位置付け

デジタルアーキテクチャ等の策定
○整備すべきデジタルライフラインの特定や仕様・スペックの具体化
○先行的に取組を進める先行地域を特定
○官民の役割分担を整理した上で運営主体を特定 等

計画策定の
総理指示

先行地域社会実装【関係省庁】

９月
第2回実現会議

（構成員から論点の検討結果を提示）

冬頃
第3回実現会議

（事務局から計画案を提示）

第1回各WG
（WG毎に関連する論点を検討）

第2回各WG
（検討結果を踏まえた具体案を検討）

第15回デジ田会議（令和５年12月14日） 経産省提出資料



中間とりまとめのポイント

25

デジタルライフライン全国総合整備計画
• 自動運転やドローン等について、「点から線・面へ」「実証から実装へ」の移行を加速させ、デジタル化された生活必需サービスを全国津々浦々に行きわたらせる
• ハード・ソフト・ルールのデジタルライフラインを整備する約10年の中長期的な実装計画を策定し、重複を排除した官民による集中的な投資を行う

人流クライシス、物流クライシス、災害激甚化等の社会課題の解決

公益デジタルプラットフォームの認定制度：データ連携基盤の担い手のうち特に必要な者を「公益デジタルプラットフォーマー」として認定し、公益性を担保する仕組みを創設
アジャイルガバナンス：自動運転車用レーンの交通規制（優先・専用の別含む）、AI時代の事故責任論、自動運転時に適用される各種法規制等について引き続き検討

データ連携基盤：4次元時空間IDの規格を整備し、多数のシステムで分散的に空間情報を収集・統合・配信・更新する基盤等を構築
（ウラノス等） 様々な人流、物流の需給を一元的に把握し、複数の企業やモビリティを横断して最適なサービスを提供する仕組みに用いるデータ連携基盤等の整備を検討

モビリティ・ハブ：ヒト・モノの乗換・積替等を行うハブとなる集約的な拠点（自動運転車用の駐車マス・乗降ゲート、ドローン用のバッテリー交換のための機能、通信環境等）を整備
通信インフラ・情報処理基盤：サービスが途絶しないレジリエント・低遅延な通信環境（ローカル５G等の局所的な通信・情報処理基盤、自動運転用の周波数利用環境、携帯電話

基地局、カメラ、各種センサー等の環境情報の取得機器等）を整備

デジタルライフライン（インフラ）

ハード

ソフト

ルール

自動運転走行の安全性を高める運行環境の提供や、
運行リードタイムを低減する仕組みに加えて、
走行データの共有やヒヤリハット情報の蓄積を行い、
開発を加速するためのテスト走行が可能な道路

社会インフラ設備（電力・ガス・通信・上下水道等）など
の情報を3D化、空間IDを用いて相互に共有することで、
⑴ 平時における業務の共通化・自動化やリソースの最
適活用、

⑵ 有事におけるライフラインの応急復旧・早期回復
を実現するシステム

ドローン飛行経路として利用可能な以下の運航環境を具備
（1）上空飛行について地域の理解醸成が進んでいる空域
（2）規格化された地上環境（立入管理措置等）
（3）整備された上空環境（通信環境等）
（4）航路情報を取得可能な環境（地物、気象情報等）

アーリーハーベストプロジェクト
ドローン航路 自動運転支援道 インフラ管理DX

定義・役割

先行地域

• 緊急着陸ポイント
• 第三者が立ち入る兆候を確認できるカメラ等の設置又は
周知看板等の物理的な目印

• 気象プローブ 等

送電網：埼玉県 秩父地域
河川：静岡県 浜松市（天竜川水系）

• 車両検知センサーやカメラ
• 安全かつ円滑に走行するために必要な情報提供システム
• 自己位置特定精度向上のための環境整備
• 安定した通信環境 等

高速道路：新東名高速道 駿河湾沼津SA～浜松SA間
 東北自動車道６車線区間の一部※2025年度以降

一般道  ：茨城県 日立市（大甕駅周辺）

• データ主権やアクセス権が確保された事業者間の業務
共通機能に必要なデータセット 等

埼玉県 さいたま市、東京都 八王子市

プロジェクト

24年度に
必要な設備

各種データ連携基盤

第15回デジ田会議（令和５年12月14日） 経産省提出資料



Ⅲ Digi田甲子園
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『北九州市DX推進プラットフォ
ーム創設、北九州市ロボット・DX
推進センター開所等による市内
中小企業のDX支援の加速化』

『マイナンバーカードを
活用したタクシーによる
高齢者等の移動支援』

『飛島スマートアイランド
プロジェクト』

『めぶくEYE：視覚障がい者
歩行サポートシステム』

夏のDigi田甲子園（令和4年度）

デジデン

●夏のDigi田甲子園（令和4年4月～9月）

地方公共団体を対象として、デジタル技術の
活用により、地域の課題を解決し、住民の暮
らしの利便性と豊かさの向上や、地域の産業
振興につながっている取組を総理大臣が表彰
しました。

●国民によるインターネット投票を実施
投票総数：24,216票

●投票結果を基本とし審査会の議論を経て、
 各部門の表彰対象を決定

表彰団体

①指定都市・
中核市・
施行時
特例市

④アイデア部門

実
装
部
門

【優勝】
福岡県
北九州市

【準優勝】
群馬県
前橋市

【優勝】
山形県
酒田市

【優勝】
群馬県
前橋市

27

『電子母子手帳アプリと
オンライン医療相談の
連携活用による
子育て世代への支援』

『電子地域通貨
「さるぼぼコイン」を活用した
行政サービスの向上及び
地元企業の支援』

『観光・関係人口増加の
ための嬬恋スマートシティ』

②市
※①を除く

➂町・村
【準優勝】
宮城県
丸森町

【準優勝】
岐阜県
飛騨市

【優勝】
群馬県
嬬恋村

『DXによる魚価向上・
漁業の担い手確保を
通じた地域活性化』

【準優勝】
千葉県
いすみ市 27

https://youtu.be/_d2Kdr_V-58?si=EsuGg5JrFEnLOipv
https://youtu.be/ViEmV4ozFFI?si=EsAPkqAl9YFqxEjr
https://youtu.be/cSiYcEOxhlQ?si=qtw85dmeUMAYetL6
https://youtu.be/b_NqysRwugw?si=mKd0RO5ouPbAYhhx
https://youtu.be/lPpCxTjKkN8?si=jiNb22i2pgUljnt1
https://youtu.be/RSHlhBunjMM?si=SvR5bWKq6wLFKnYj
https://youtu.be/evMapv3zAKk?si=l1mI-a3nj5wJvxq_
https://youtu.be/VjtB04rEfHE?si=26r8SZacX022O424


デジタル（テレマティクス）
技術を活用した新たな
交通安全対策

北信濃での観光型
MaaSによる利便性向上と
広域周遊の促進

福祉介護・共同送迎
サービス ゴイッショ

産学官民連携による
観光DX～高山市における
データの地産地消～

冬のDigi田甲子園（令和4年度）

●冬のDigi田甲子園（令和4年10月～令和5年3月）

企業・団体を対象として、デジタル技術の活用
により、地域の課題を解決し、住民の暮らしの利
便性と豊かさの向上や、地域の産業振興につな
がっている取組を総理大臣が表彰しました。

●応募総数172件の中から選ばれた46件により、
国民によるインターネット投票を実施
投票総数：40,623票

●投票結果を基本とし審査会の議論を経て、
 各部門の表彰対象を決定

表彰団体

内閣総理大臣賞
（優勝）

準優勝

ベスト４

ベスト８

あいおい
ニッセイ同和
損害保険

東日本
旅客鉄道

ダイハツ
工業

名古屋大学
安田・遠藤・
浦田研究室

学びのプラットフォーム
「リアテンダント」で実現する
教育ＤX

大日本
印刷

北海道炎症性腸疾患患者
医療均一化を目指した
遠隔医療体制の確立
北海道の酪農牧場で
DX実証、全国の酪農
生産者へDXを推進
母子健康手帳アプリの
デジタル予診票を活用した
小児予防接種DX

札幌医科大
学消化器内
科学講座

ファーム
ノート

母子モ

28

https://youtu.be/xJ49r3nLgNc?si=zWv1vzk0YR3Zv9On
https://youtu.be/ohdSPpkz834?si=zv5a_1Ru9I8Vay9T
https://youtu.be/JUjew8E0t7M?si=N9HoPfIVpAYHzbvD
https://youtu.be/nX1gV6ey_Fk?si=iHQ5swVGJtIa4UFa
https://youtu.be/taSeptHSwwU?si=Vo9WntqECy_1HAju
https://youtu.be/xD9sCJS5Ea4?si=w6EOJB2zGYvW9nIQ
https://youtu.be/ul1OegDXvv4?si=PaF6J-9XUiOIW7DK
https://youtu.be/BJaX4ulOtPc?si=xR2ZiS9SEwF9_jHK


投票はこちらから
スケジュール

Digi田（デジでん）甲子園2023概要

デジタルの活用により、地域の個別課題を実際に解決
し、住民の暮らしの利便性と豊かさの向上や、地域の
産業振興につながっている取組

募集取組

募集期間 令和5年8月30日（水）～10月22日（日）

募集対象 ①地方公共団体 ②企業・団体その他の民間の主体

●地方公共団体部門 ●企業・団体部門

Digi田甲子園専用サイト内の投票フォームから投票
令和６年1月17日（水）～２月18日（日）

部門/
選考方法

インター
ネット投票

…インターネット投票と審査委員会評価により、受賞者を決定

医療、介護、
健康

遠隔診療、介護ロボット、データ
ヘルス

教育、子育て 遠隔教育、デジタルを活用した教
材、母子保健、子供の見守り

交通、物流 自動運転・デマンド交通、ドローン
物流、MaaS

企業の
生産性向上

中小・中堅企業DX、就労環境の
改善、スタートアップの支援

農林水産業、
食関連

スマート農林水産業、デジタルを
活用した食品開発・販路開拓

観光、文化、
娯楽

観光アプリ、デジタルアート製作、文
化の情報発信

防災、安心・
安全の確保

罹災時の状況把握、平時のコミュ
ニティ形成・見守りサービス

グリーン社会の
形成 脱炭素につながる取組

誰一人取り残
されない社会

高齢者・障がい者等のデジタル
デバイド対策

予選
書類審査等
→本選出場

55件

《取組の具体的な分野イメージ》

…得票順では選定されなかった取組のうち、審査委員会評価により
優れた取組を選考し、受賞者を決定

〇審査委員会選考枠＜地方公共団体部門、企業・団体部門＞

地方公共団体、民間企業・団体など様々な取組主体を対象にデジタルの力を活用して地域課題の解決等
に取り組む優良事例を内閣総理大臣賞等として表彰する 『Digi田（デジでん）甲子園2023』を開催。

国民によるインターネット投票

本選（ネット投票：1月17日～2月18日） 表彰（３月中）
表彰式の開催
内閣総理大臣賞
等を授与審査委員による審査

審
査
委
員
会

応募
8月30日～
10月22日
→応募総数

240件
29



応募者名
（実施地域）

取組名
（取組分野）

取組動画 応募者名
（実施地域）

取組名
（取組分野）

取組動画

１

青森県立
中央病院

スマホでつなぐ安心安全
な医療 6

山形県鶴岡市
つるおか子育てワンス
トップe-私書箱で申請
～交付を全て電子化

青森県青森市 医療、介護、健康 同上 教育、子育て

２

愛媛県
宇和島市

スマートスピーカーを活用
した『高齢者見守り・オン
ライン診療』 7

愛知県
春日井市

地域共助による自動
運転ラストマイル送迎
サービスの社会実装

同上 医療、介護、健康 同上 交通、物流

３
徳島県

ローカル５Gを活用した遠
隔医療による医療格差の
解消 8

東京都墨田区
役所産業観光
部産業振興課

ノーコードツールでＩＴ
経験ゼロの町工場社
員を「ＤＸ人材」に！

徳島県全域 医療、介護、健康 東京都墨田区 企業の生産性向上

４

岡山県教育庁
生涯学習課

小・中学生の学習用コン
テンツサイト「おかやま ま
なびとサーチ」 9

佐賀県
農業×デジタル 匠
（熟練農家）の技術
を次世代へ！

岡山県全域 教育、子育て 佐賀県武雄市 農林水産業、食関連

5

東京都
江戸川区
児童相談所

AI（電話応対支援シス
テム）を活用した児童相
談所の取り組み 10

秋田県
北秋田市

世界遺産「伊勢堂岱
遺跡のＸＲ化」事業

東京都
江戸川区

教育、子育て 同上 観光、文化、娯楽

本選（インターネット投票）出場者一覧
①地方公共団体部門（1/3）…取組分野別、五十音順

30

https://youtu.be/aP7TjOncbtc?si=xJtjqch0_ak2ZqOr
https://youtu.be/-88s6EUAuzA?si=Zhkx6OL-z1HkGZno
https://youtu.be/FcnBOAGQHNc?si=qhwJ3xDrlT616E3D
https://youtu.be/m8Uidarbh88?si=OfCTHyoly12AN1l8
https://youtu.be/rq_7Q4Bgn00?si=XN6i6zH-IetikcUE
https://youtu.be/IkrN-9DMJvY?si=gR7iGZLOSPNGAegx
https://youtu.be/XKLCAuZX7fU?si=8M7egK2A9TqIcsun
https://youtu.be/kQTxws5SoNI?si=zzdeVtYOGzWYfaB5
https://youtu.be/b1wZRE9xtXs?si=zsc8hvuY748JY3ir
https://youtu.be/LCY51w8FVhI?si=F2w2wh6_DLTm_iF4


応募者名
（実施地域）

取組名
（取組分野）

取組動画 応募者名
（実施地域）

取組名
（取組分野）

取組動画

11
大阪府八尾市

まちのコインを使った「も
のづくりのまち」の新たな
観光資源化 16

長野県上田市
スマートフォンアプリを活
用した消防団の災害活
動支援

同上 観光、文化、娯楽 同上 防災、安心・安全

12

栃木県総合政
策部デジタル戦
略課

佐野らーめん店の混雑
状況可視化による来
訪者の観光周遊促進
施策

17

広島県土木建
築局建設DX担
当

インフラマネジメント基
盤DoboXを核とした防
災DX

栃木県佐野市 観光、文化、娯楽 広島県 防災、安心・安全

13
茨城県常総市

常総市在宅医療・介
護連携「電子＠連絡
帳 JOSOシステム」 18

福岡県福岡市
防災アプリ「ツナガル＋
（プラス）」～DXで市
民の安全を守る～

同上 防災、安心・安全 同上 防災、安心・安全

14

愛媛県松山市
デジタル版マイ・タイム
ラインで逃げ遅れゼロプ
ロジェクトの推進 19

群馬県
近隣自治体や県民等
とのＥＶカーシェアリング
（ＥＧシェア）

同上 防災、安心・安全 群馬県前橋市ほ
か

グリーン社会の形成

15

大分県

ドローンによる被災状
況調査体制の確立等
を通じた地域防災力
向上 20

熊本県大津町
「本当に」誰一人取り
残さないデジタルデバイ
ド対策

大分県全域 防災、安心・安全 同上
誰一人取り残されない
社会

本選（インターネット投票）出場者一覧
①地方公共団体部門（2/3） …取組分野別、五十音順
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https://youtu.be/MhmUmhaQ3Ak?si=yW5YngMmoGB9DgZe
https://youtu.be/Sr5VlFayAhc?si=GuGKest56j55LYV2
https://youtu.be/_yRFnA1n4jA?si=3RZ3BDVX57DZufBi
https://youtu.be/4zXX0UVzqeU?si=LI9Htv9XXKOGbhzS
https://youtu.be/EV-DZZq2fYA?si=mHaxmPV0h9zbklxD
https://youtu.be/JniB-U-1Et8?si=wF6DK22alrRSWpJV
https://youtu.be/jQTgSYxTq7k?si=1SzkOsFQQyOf4cbs
https://youtu.be/rc5ZTiW7ymw?si=4XGxB1k5DqlAS61q
https://youtu.be/10tQP3UBpwU?si=zC5eHD6QpGpSladd
https://youtu.be/b6VQx9Abk_M?si=G-QEeKG4QCdv98Mz


応募者名
（実施地域）

取組名
（取組分野）

取組動画

21

愛知県豊田市
上下水道局

水道ＤＸ～人工衛星とＡＩに
よる水道管の健康診断～

愛知県豊田市 その他（インフラ維持管理）

22

岩手県北上市 北上市こども療育ネットワーク

同上
その他（わが子が児童発達支
援が必要と指摘された世帯への
包括支援）

23

佐賀県佐賀市
全員が主役！みんなで創る「佐
賀市公式スーパーアプリ」

同上
その他（住民・企業参加型のデ
ジタル社会の形成および地域活
性化）

24

東京都日野市
役所デジタル改
革推進検討会

住民情報システム×GISで変え
る！！行政の仕事

東京都日野市 その他（空き家対策等）

25

宮崎県延岡市
健康マイレージと連動し四方良
し?!を実現！のべおかCOIN

同上
その他（健康×地域通貨による
「域内消費」）

本選（インターネット投票）出場者一覧
①地方公共団体部門（３/3）…取組分野別、五十音順
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https://youtu.be/lPDPXnPZpp4?si=vJX1fb80SdsJ_Q8H
https://youtu.be/iR3RsUOFehM?si=IDgpD3-E2eLMUqqU
https://youtu.be/ul1PMiFJSis?si=G63DEMxJAKJNeE6F
https://youtu.be/BN-s4hHaQFw?si=0VfCpjBcessA7FEs
https://youtu.be/fT8GjIiP7dk?si=JQBJDBVfhrIrLXen


応募者名
（実施地域）

取組名
（取組分野）

取組動画 応募者名
（実施地域）

取組名
（取組分野）

取組動画

１

社会福祉法人
恵仁会

介護のデジタル化で目
指す利用者と職員の
幸せな環境づくり 6

イツモスマイル
株式会社

地域の交通を支える
『まちのクルマアプリ』

鹿児島県鹿屋市 医療、介護、健康 徳島県神山町 交通、物流

２

東日本旅客鉄道
株式会社

日本初！駅ホーム上
で対面とオンラインで受
診できるクリニック 7

中部電力ミライ
ズコネクト株式
会社・岡崎市

駐車場シェアで解決！
岡崎桜まつり時の駐車
場不足に伴う交通渋
滞

東京都国分寺市 医療、介護、健康 愛知県岡崎市 交通、物流

３

一般社団法人
ペアチル

似た境遇のひとり親同
士が繋がれるトークアプ
リ｢ペアチル」 8

中越鉄工株式
会社、となみ衛
星通信テレビ株
式会社

ローカル５Gを活用した
鉄構製造加工の自動
化の実現

東京都全域 教育、子育て 富山県南砺市 企業の生産性向上

４

株式会社ママクリ
エイターラボ

じまんのママ1万人！
子育てとキャリアを叶え
る働き方を常識に！ 9

verbal and 
dialogue
株式会社

写真撮影だけで完了
AI工事写真アプリ
「Cheez」

兵庫県神戸市 教育、子育て 兵庫県姫路市 企業の生産性向上

5

一般社団法人
One Smile 
Foundation

笑顔が寄付に変わ
る！保育園写真販売
サービス「スマイラル！」 10

ICS-net 
株式会社

食品原料段階でのロ
スをテクノロジーで削減
します

広島県廿日市市 教育、子育て 長野県長野市 農林水産業、食関連

本選（インターネット投票）出場者一覧
②民間企業・団体部門（1/3）…取組分野別、五十音順
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https://youtu.be/lSpdoHH2ROg?si=OSFLI3D2LtgmWoLN
https://youtu.be/sk93cZktSFY?si=RD9DY2CWi5cw4wsp
https://youtu.be/BiugNkkOF1o?si=nB8UtLOEYLFXZbIh
https://youtu.be/dmW2RFgm8tE?si=H31PAvJalkt0ZalO
https://youtu.be/22_PPrx-Bp8?si=A1NGrDDzxOxBOGzc
https://youtu.be/WliKfpO8xQY?si=j8htPrWF-xHPNhb7
https://youtu.be/Zyfp_G0aKQI?si=NOHkGilYkkZSIeFd
https://youtu.be/ilW_3m0jaXI?si=6CHVZeRzeCZdHZ49
https://youtu.be/zYJSUQA_S0U?si=kXcFzhY6MDZvzIN5
https://youtu.be/wZjiWF8-2cQ?si=ZgX9QgoneWmqRPTl


応募者名
（実施地域）

取組名
（取組分野）

取組動画 応募者名
（実施地域）

取組名
（取組分野）

取組動画

11

株式会社
雨風太陽

産直プラットフォーム「ポ
ケットマルシェ」

16

パシフィックソフトウ
エア開発株式会
社

インターネット自動給餌
機「餌ロボ」で持続可
能な養殖を目指す

岩手県花巻市 農林水産業、食関連 愛媛県南予地域 農林水産業、食関連

12

輝翠TECH株式会
社

AIロボットで果樹を運
搬～月面探査技術で
農家の課題を解決 17

株式会社
フィッシュパス

日本の川・地方の未来
を変えるデジタル遊漁
券

青森県弘前市 農林水産業、食関連 福井県坂井市 農林水産業、食関連

13

信濃毎日新聞
株式会社

地域密着型食品ロス
削減スマートフォンアプ
リ『HELAS』 18

株式会社ほくつう
福井支社・北陸
電力株式会社新
価値創造研究所

獣害対策現場における
ＤＸ ～害獣検出Ａ
Ｉ『Ｂアラート』

長野県長野市 農林水産業、食関連
福井県全域 農林水産業、食関連

14
株式会社セラク

QRコードを活用して青
果物の集出荷をデジタ
ル化 19

株式会社
YE DIGITAL

デジタル技術を活用し
て畜産と飼料輸送を変
革

広島県三原市 農林水産業、食関連 北海道全域 農林水産業、食関連

15

東杜シーテック
株式会社

水産業DX化の一歩
～AIと超音波で誰で
も簡単に魚の雌雄を
判別

20

Kotozna
株式会社

日本初！生成系AI
チャットボットで、多言
語おもてなし観光案内

鳥取県賀露地区 農林水産業、食関連 大阪府全域 観光、文化、娯楽

本選（インターネット投票）出場者一覧
②民間企業・団体部門（2/3）…取組分野別、五十音順
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https://youtu.be/xBXLjmO432A?si=jOQl-4dWOQbxut9q
https://youtu.be/zbGef61kqIM?si=a9c00oTAaLz8070o
https://youtu.be/lJDsV9jY50M?si=8G-C_CEc6199FFVV
https://youtu.be/BAJEaxIrbW4?si=FSxtoOvzGyNHGWKT
https://youtu.be/4KNApe8Bbjw?si=wqxUFtkwjIlXSeNm
https://youtu.be/jGPP3trkBic?si=yBErequ7TOc33dMV
https://youtu.be/J7moW4XpKiE?si=KWar4KF30HLpo8JB
https://youtu.be/pSg_Pz1hn24?si=rPNvylLoRXkoXC79
https://youtu.be/SbosYYgRwso?si=RnWRgE48ybiN5vt2
https://youtu.be/lnlvjcOPM_4?si=KhaefMiga63C9iNN


応募者名
（実施地域）

取組名
（取組分野）

取組動画 応募者名
（実施地域）

取組名
（取組分野）

取組動画

21

株式会社たびまち
ゲート広島

PEACE PARK 
TOUR VR

26

株式会社アイシン
ごみ収集サービス：
ReGoMe(リゴミー)

広島県広島市 観光、文化、娯楽 愛知県日進市 グリーン社会の形成

22

Arithmer株式会
社

河川氾濫における浸
水被害を事前予測す
る浸水ＡＩシステム 27

ネクストワン合同
会社

障害者と企業・福祉系
事業向け安定就労シス
テム「キモチプラス」

福島県広野町 防災、安心・安全 東京都全域
誰一人取り残されない
社会

23

射水ケーブルネット
ワーク株式会社

地域DXはケーブルテレ
ビがヨコ展開！（地方
から地方へ） 28

KDDIスマートド
ローン株式会社

スマートドローンプラット
フォームを活用した伊那
市ドローン物流

富山県射水市 防災、安心・安全 長野県伊那市
その他（買い物弱者支
援と地域の見守り）

24

富士フイルムシステ
ムサービス株式会
社

罹災証明迅速化ソ
リューション

29

株式会社ふくいの
デジタル

地銀×地方紙の共同
出資会社ふくいのデジタ
ルによる地域DX事業

大分県日田市 防災、安心・安全 福井県全域
その他（地域版スー
パーアプリ）

25

WHOLE EARTH 
FOUNDATION 
JAPAN

市民参加型のインフラ
保全プラットフォーム
「TEKKON」 30

株式会社ライトラ
イト

「オープンな事業承継」
で地域の小規模事業
者の後継者探し

東北6県+新潟県 防災、安心・安全 宮崎県宮崎市
その他（事業承継・廃
業問題）

本選（インターネット投票）出場者一覧
②民間企業・団体部門（3/3）…取組分野別、五十音順

35

https://youtu.be/sJuEJWtYWWc?si=Tr64wMCCZIOSANTW
https://youtu.be/2sNH_1S8C3k?si=K8NBzhEG8Gh9Avqv
https://youtu.be/kt1XEL_UIxs?si=BjBM_J_V4OFXot-G
https://youtu.be/PHxwgsMK-VA?si=j93H77HrB8uVCmkS
https://youtu.be/XYTKFmihdtQ?si=c_PHxawVQYgLyXMJ
https://youtu.be/qFVuYz3YTio?si=lrdKI5nnZtCJTeLB
https://youtu.be/kSJZVkJvzP8?si=w9wJHt6-5VOiwr7P
https://youtu.be/gaU60NkZlao?si=NMKPc4bCgCJCqQ0l
https://youtu.be/FsFnPIz7B6M?si=6zb9ie2WLfkeI-zZ
https://youtu.be/arVIYsVwY4g?si=9Io0je6uwHYkVhIE


ご清聴ありがとうございました。

デジタル田園都市国家構想

Twitter、
Facebookで、お役
に立つ各種情報を
発信しています！

＜Twitter＞

＜Facebook＞
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